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要旨

　近年、保健医療福祉の実践の場では、自身の専門知識を持つ上に、他の専門職について理解し、チームとし
て問題解決できる能力を養うことによって、多様化、深刻化している諸問題に対処できるような人材育成が求
められてきている。しかし、この卒前専門職連携教育（Inter-Professional　Education、以下IPEとする）に
関する報告は少なく、教員養成課程における報告もわずかである。
　そこで本研究では、養護教諭および栄養教諭養成課程における教職実践演習において、平成25年度から27年
度までの看護学科と栄養学科の両学科における合同演習教育プログラムを、学生の授業評価や教育現場との連
携を図りながら振り返り、多職種連携を主眼とした演習プログラムの開発に資することを目的とした。
　方法は、山口県内の小中学校に勤務する養護教諭、栄養教諭各2名に依頼し、演習プログラムに対する意見
をグループインタビューにより把握した。また、学生の授業終了時の授業評価や感想を整理した。その結果、
学生の振り返りから、本演習プログラムの効果として、「専門性や役割の理解」「新しい視点・視野の広が
り」「連携・協働のイメージ、重要性の実感」が明らかになった。一方学校現場の教諭からは改善点として、
「演習事例の背景設定を学校や保護者の実情に沿ったものに」「児童生徒の心身の発達段階に応じたアプロー
チや教材作成」などがあがった。今後の教職課程の充実を図るためには、これらの意見を反映し、IPEの学習
プロセスを評価できるようにすることが課題としてあげられた。

緒言
　近年、保健医療福祉の実践の場では、自身の専門
知識を持つ上に、他の専門職について理解し、チー
ムとして問題解決できる能力を養うことによって、
多様化、深刻化している諸問題に対処できるような
人材育成が求められてきている1）。この専門職連携
（Inter-Professional　Work:IPW）は、「複数の領
域の専門職者による各々の技術と役割をもとに、共
通の目標を目指す協働である」と英国の専門職連
携教育推進センターにより定義されている2）。この
IPWを、将来の医療・福祉・ケアの現場で実践する
能力を修得することが、IPE（ Inter-Professional
Education)である1）。

　本学の学部教育でも、1年次にヒューマンケア入
門、4年次にはヒューマンケアチームアプローチ演
習を組み込み、各学科による専門職の養成段階から、
専門職種間の連携教育が実践されているところであ
る。しかし、日本の大学におけるIPE研究はまだ日
が浅いこともあり、保健医療福祉分野の学部教育プ
ログラムを対象とした報告が大半でその数も少ない。
本研究は、学部教育のみならず、教員養成課程にお
いてもIPEに取り組む必要性があると考え、4年次
後期の必修科目であり、総まとめの科目として位置
づけられている教職実践演習3）に着目した。教職実
践演習（4年次後期）は、教職課程の他の授業科目
の履修や教職課程外での様々な活動を通じて、学生
が身に付けた資質能力が、教員として最小限必要な
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資質能力として有機的に統合され形成されたかにつ
いて、大学の養成する教員像や到達目標等に照らし
て最終的に確認するという趣旨のものである3）。本
科目には、教員として求められる４つの事項、すな
わち①使命感や責任感、教育的愛情等に関する事項、
②社会性や対人関係能力に関する事項、③幼児児童
生徒理解や学級経営等に関する事項、④教科・保育
内容等の指導力に関する事項を含めることが適当で
あるとされている4）。
　その中の②については「組織の一員としての自覚
を持ち、他の教職員と協力して職務を遂行すること
ができる」や「保護者や地域の関係者と良好な人間
関係を築くことができる」等が到達目標としてあげ
られており5）、これまでの教職科目の中でも新しい
項目である。本科目の授業内容としては、ロールプ
レイング(役割演技)や事例研究、学校における現地
調査（フィールドワーク）等を通じて、教員組織に

おける自己の役割や他の教職員と協力した校務運営
の重要性の理解や保護者や地域との連携・協力の重
要性の理解などの到達目標があげられている5）。
　これまで、教員養成課程での専門職種間（養護教
諭、栄養教諭）の連携教育の実践報告は見当たらな
いが、本演習教育プログラムの検証は、教諭を目指
す学生が、チームで児童、生徒やその保護者に関わ
るために、専門性の違いや共通点を理解すること、
自身の専門性を自覚し、資質向上を目指す動機づけ
につながることなどが期待できる。
　そこで本研究では、養護教諭および栄養教諭養成
課程における教職実践演習において、平成25年度か
ら27年度までの両学科の合同演習教育プログラムを、
学生の授業評価や教育現場との連携を図りながら振
り返り、多職種連携を主眼とした演習プログラムの
開発に資することを目的とした。

方法
１　教職実践演習（養護教諭・栄養教諭IPEプ
ログラム）

⑴　対象学生
　　山口県立大学看護栄養学部看護学科（教育実習
後）：約20名及び同大学・学部栄養学科（教育実習
後）：約10名である。
⑵　演習目標
演習目標は、以下の5項目とした。
①　グループワークを通じて、栄養教諭、養護教

諭それぞれの専門性と連携について関心をも
つことができる。

②　グループワークを通じて、各々の専門性につ
いて考え、グループメンバーにそのことを上
手に伝えることができる。

③　栄養教諭と養護教諭それぞれの専門性と連携
の重要性について理解できる。

④　専門性を生かしたディスカッションを通じて、
授業や保健指導、健康相談等が実施できる。

⑤　健康教育・健康相談実施後のディスカッショ
ンを通じて、教育実践の評価をすることがで
きる。

⑶　演習内容
　学校における健康相談と保健指導については、平

成23年に一部改正された学校保健安全法第８条（健
康相談）に「学校においては、児童生徒の心身の健
康に関し健康相談を行うものとする。」第９条（保
健指導）に「養護教諭やその他の職員は、相互に連
携して健康相談、健康相談または児童生徒などの健
康状態の日常的な観察により、児童生徒の心身の状
況を把握し、健康上の問題があると認める時は、遅
滞なく当該児童生徒等に対して必要な指導を行うと
ともに、必要に応じ、その保護者に対して必要な助
言を行うものとする。」と規定されており、新たに
養護教諭その他の職員が行う健康相談が位置づけら
れたとともに、保健指導の明確化が図られた6）。こ
のような背景から演習内容は、学校現場で一般的と
考えられる食物アレルギー、肥満・痩身傾向、イン
フルエンザ予防、朝食欠食などの6種類の仮想事例
を設定し、学習形態は、ロールプレイを中心に模擬
授業や講話とした。事例対象は、児童・生徒、保護
者、教職員とし、その把握方法は、健康診断（就学
時も含む）、児童・保護者の申し出、健康観察、保
健室の利用などを想定した。また、問題の概要のみ
設定し、事例に関する健康問題の把握に関する情報
収集やそれを基に支援方針・方策を立てるプロセス
について議論ができるよう配慮した。
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　6事例の詳細を下記に示す。
①　事例１．中学校、保護者対象（集団）
中学校の学校保健安全委員会（11月に実施）で保
護者40名に、「朝食の大切さ」の講話を体育館で
行う。中学生の発達段階の特徴、対象が保護者で
あること、朝食の大切さは生活リズムとの関係が
深いことなどをふまえて、15分の講話を計画・実
施する。配布資料も作成する。
②　事例２．中学生対象（個人）
　体重測定後、痩身傾向が気になる女子中学生に
対して栄養教諭と養護教諭が共に健康相談を計
画・実施する（生徒役、栄養教諭役、養護教諭役、
担任役、家族役など自由に設定してロールプレイ
を行う）。女子中学生は痩身傾向について気に留
めていない様子。相談時間は１５分程度。公務員
の父親と専業主婦の母親、妹の4人家族。性格は
元来まじめで几帳面であり成績もよい。小学校6
年生頃より太り気味を気にして友人とダイエット
を始めた。友人はすぐに脱落したが、本人は続け、
身長155㎝で55ｋｇあった体重が半年後の健康診
断時には、43kgにまで減少。月経もないようで、
心配した母親が学校へ相談。生徒は毎日体重計に
乗り、「やせた方がきれい」と言っている。
③　事例３．小学校、教職員対象（集団）
　アレルゲンを口にすると5分以内にアナフィラ
キシーショックを起こすという「即時型」の食物
アレルギーがある児童（エピペンが処方されてい
る）が入学することになった。緊急対応マニュア
ル作成にあたり、事前に食物アレルギーのこと、
給食での対応のこと、緊急時に必要なことなどを
職員会議（職員室）で話す。対象は校内の教職員
全員60名（教職員のアレルギーに対する知識はさ
まざま。はじめて経験する教員も存在する）、配
付資料も作成する。時間は15分程度。
④　事例４．小学生対象（集団）
　事例３の子どもが在籍するクラス（小学１年生、
35名）に対して、子どもたちにも食物アレルギー
のことを理解してもらうためのミニ保健指導（15
分間）を実施する。場所は教室。小学１年生の発
達段階および理解度を考慮した保健指導を計画・
実施する。
⑤　事例５．中学生対象（集団）
　中学校３年生を対象（35名）に、「インフルエ
ンザの予防」について食事と生活の面から保健指
導（15分間）を計画・実施する。発達段階を考慮
し、一般的な内容にとどまらず、中学生の興味関
心が高まる教材を工夫すること。場所は教室。
⑥　事例６．小学生対象（個人）　
　現在4年生の男子小学生の就学時の健康診断は、
身長125㎝、体重35kgであり、現在は身長140㎝、

体重45kg。定期健康診断後の養護教諭のはたら
きかけにより、保健主任、栄養教諭と保護者及び
児童が夏休み前に学校で面談をすることとなっ
た。保護者も本人も肥満傾向にあるにもかかわら
ず、体格がよくて健康的と考えている傾向にある。
学校給食もおかわりをよくし、食べるのも早いが、
野菜が苦手である。運動があまり好きではなく、
体を動かすことが少ない。保護者は、共働きであ
り夕食も遅く、子どもの就寝時刻も遅い。
⑷　演習方法
　上記6種類の事例を教材とした本教育プログラム
は、教職実践演習15回のうち、4回で構成した。
①　前半の２回：準備のグループワーク
　模擬授業、保健指導、健康教育相談のロールプ
レイなどの準備を通して、養護教諭と栄養教諭の
混成グループにおいて、学生相互が意見や情報の
交換をしながら課題追及できるよう支援した。　
②　後半の2回：学生担当グループによる模擬授
業などの実施
　前半2回での協議内容を反映した模擬授業、保
健指導、健康教育相談のロールプレイなどを行い、
質疑応答を通して養護教諭、栄養教諭との連携
について考えた。発表は、各回2事例とし、発表
時間は15分、質疑応答時間は10分で、最後に教員
からのコメントで構成した。なお質疑応は、協議
を活発にするために学生に振り返りシートを記入
させた上で行った。その内容は4項目（①わかり
にくかった点や理解できなかった点に対する質問、
②良い点の「指摘」、③不適切だと思った点を改
善するための質問、④発表者へのラブレター）で
ある。

２．演習プログラムに対する意見
⑴　学生の意見
　授業評価及び授業終了時アンケート結果の分析を
行い演習目標到達度の評価を行った。対象は、平成
25年度から27年度までの養護教諭一種免許課程及び
栄養教諭一種免許課程を履修中の4年生合計87名で
ある。質問内容は、「事例への取り組みやすさ」
（1：大変取り組みやすい、2：やや取り組みやす
い、3：やや取り組みにくい、4：大変取り組みにく
い）の4段階とし、そのうち3及び4と回答した場合
は、その理由をたずねた。また、5回の演習を通し
て「参考になった点」や「演習を通しての感想［疑
問や要望等］」を自由記述で回答を依頼した。
　事例への取り組みやすさに係る年度別及び事例
別の比較は、一元配置分散分析を用い、多重比較
（Bonferoni法）を行った。有意水準は、ｐ<0.05
とした。なお統計解析は、SPSS（Windows  13.0 
version）を用いた。
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⑵　学校現場の教諭の意見
　対象者は、山口県内の小中学校に勤務する養護教
諭、栄養教諭各2名（所属長を通じインタビュー調
査協力に同意の得られた者）とした。インフォーム
ド・コンセントの方法と内容は、研究目的、方法、
個人情報保護の方法、公表の方法等を書面で説明し、
文書により同意を得た。また、研究への参加は、対
象者の自由意思であり、参加を拒否した場合であっ
ても不利益等は受けないこと、同意した後も随時辞
退・撤回でき、そのことによる不利益等がないこと
を説明した。なお、得られたデータの研究目的以外
の不使用、データの連結可能匿名化の処理、対象者
への直接的な利益は生じないことを説明した。
　インタビューは、10月11日の18：00～19：00、山
口県立大学の教室（対象者のプライバシー・個人情
報が保護される場所）で実施し、対象者の了解を得
て記録、録音をした。インタビュー内容は、質問紙
調査ではないため、話し手との自然な流れを乱さな
いように、下記の順序を適宜変える対応を行うなど
の半構成面接法で実施した。
①　養護教諭と栄養教諭の連携の実態と課題
②　本教育プログラムは、学校現場の実情に即し

た現実的な課題であるか。
③　養護教諭、栄養教諭の立場からみた演習の学

習目標、教育プログラム、事例に対する気づ
き分析は、グループインタビューの逐語録か
ら、養護教諭・栄養教諭の連携教育プログラ
ムの問題点や課題、工夫を表す言葉を抽出し、
それがグループの中でどの程度、同意を得て
いるものであるかを整理しながら、今後の教
育プログラムの改善を検討した。　

⑶　演習担当教員の評価
　演習時の学生の発言や質問、グループワークの観
察から本演習をとおして専門職連携を学習していく
過程を考察した。
　なお、本研究は、山口県立大学の生命倫理審査で
承認済みである。

結果
１　学生の意見
⑴　教育目標到達度の評価
　学生の授業評価や、授業終了時アンケートよ
り、教育目標到達度の評価を行った結果を表1に示
す。自由記述ではあるが、「養護教諭、栄養教諭の
各々の専門性と連携に係る関心」、「各々の専門性
に基づいた考えや意見の他職種への伝達」「各々の
専門性と連携の重要性の理解」「各々の専門性を生
かしたディスカッションを通した、授業や保健指導、
健康相談等の実施」「健康教育・健康相談実施後の
ディスカッションを通した教育実践の評価」の５項

目すべてが、「やっぱり指導（教育）って面白い！
教職好きだなと実感する演習であった」のコメント
に象徴されるように概ね達成できたと思われる。
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⑵事例への取り組みやすさ
　平成25年度から27年度の実施について、年度によ
る事例への取り組みやすさに有意な差は認められな
かった（図2）。また、事例による取り組みやすさ
（3ヶ年平均）では、事例2と事例4、事例5では、有
意な差が認められた。すなわち、事例2の得点が有
意に高く（平均得点が2.63±0.5点）、やや取り組み
にくいという結果であった（図3）。
　事例2の取り組みにくさの理由として、「対象者
の性格やシチューエーションなどの具体的な設定が
ないこと」が最も多く、次いで「体重減少をきたし
ている対象者が、その事実を自身で気づく段階まで
時間をかけて行う必要があるため、授業での発表範
囲を悩んだ」であった。また、「栄養教諭がどこま
でこの相談に関わっていけばよいのかわからなかっ
た」という意見もみられた（表1）。また、事例2の
次に取り組みにくさの得点が高かった事例3につい
ても、具体的な設定、すなわち対象である教職員の

食物アレルギー対応に対する理解の程度や、緊急対
応マニュアル作成の目的（事故時の対応か、または
事故発生の予防なのか）、学校給食の運営に関する
情報（センター方式か、単独校方式か）などの情報
不足があげられた。事例6については、特に意見は
出されなかった。
　また、演習を通しての全体的な感想を表3に示す。
「本演習プログラムの時期は教育実習後ではなく、
実習前の方が望ましい」「一つの事例を複数のグ
ループが取り組み、情報収集項目や指導方針などの
違いを比較するのもよいのでは」「国語や英語、福
祉など他の教職課程の学生と合同のグループワーク
もよいと思われる」など、演習プログラムに対して
発展的な意見がみられる一方、「事例により、準備
にかかる時間に差があるように感じた」「授業時間
外の教材検討や協議は、国家試験前なので精神的に
負担」などの意見があり、このあたりの配慮を検討
する必要がある。
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⑵　学校現場の教諭の意見
　グループインタビューに参加した教諭の属性は、
表4のとおりである。養護教諭の2名のうち、1名の
連携経験が無いのは、所属校に栄養教諭や学校栄養
職員の配置がないためである。
　グループインタビューでは、活発な意見が出さ
れ（表5）、養成段階からの専門職連携教育の意義、
必要性が熱く語られ、事例に取り組んだ学生の成果
発表会出席への要望も出された。
　学校現場の教諭の意見として事例1では、「学校
保健委員会を活用した健康教育の企画に関する工
夫」「中学生という発達段階と保護者との関係」な
どを考慮に入れた設定の提案が出された。事例2で
は、「健康教育・健康相談を行う専門職としての児

童・生徒および保護者への配慮」「対象者の学校給
食摂取状況や、部活動など中学校での情報とクラス
担任の役割を追加」、事例3では、「事例に取り組
みやすくするため、対象者の食物アレルギーの重篤
度を下げた事例に」「教職員の健康教育教材にて
ＤＶＤ[文部科学省]の活用も1つの方法」などの意
見が出された。また、事例4では、「児童への食物
アレルギーの指導方針の理解」「学校給食を教材と
した指導の重要性」、事例5では、「学校現場のイ
ンフルエンザ予防対策の時期を参考にした事例設定
や、中学校の保健体育科（保健分野）の感染症の予
防との連携」が提案された。事例6については、学
校で一般的な設定であるということで、特に意見は
出されなかった。
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考察
　本研究では、養護教諭と栄養教諭養成課程におけ
る教職科目「教職実践演習」において、平成25年か
ら平成27年までの3年間取り組んできた専門職連携
を主眼とした演習プログラムの検証をし、改善に
向けて検討した。大学教育カリキュラムにIPEが導
入されてきている中、教職課程においても前述のよ
うに、「組織の一員としての自覚を持ち、他の教職
員と協力して職務を遂行することができる」や「保
護者や地域の関係者と良好な人間関係を築くことが
できる」等が到達目標としてあげられており、児
童・生徒に何かを「教える」「指導する」という領
域の内容ではない目標が取り込まれている7）。　実
際、経験年数が浅い栄養教諭からよく出される意見
の中に、「先生方と連携をしたらよいということは
理解しているが、実際にどのようにしたらよいかわ
からない」といったものがある。これは特に学校給
食が、センター方式である栄養教諭によく見られる。
一人職種であることは、養護教諭も同じであり、他
の同じ専門職の仕事を見る機会は限られている。ま
た、一人職であるがうえに所属する集団も限定さ
れ、自ら積極的に動かなければ、他の教職員との人
間関係を広げていきづらい特質があるともいえる7）。
卒業後、このような環境の中での仕事を考慮に入れ
ても、本科目の演習プログラムを振り返り、多職種
連携を主眼とした演習プログラムの開発に資するこ
とは意義があると考える。本演習は、毎年少しずつ
改良をして運営してきたところではあるが、本研究
では学生及び学校現場の学校現場の教諭の意見を詳
細に把握した。その結果学生の意見では、本演習が
参考になった点として「専門性や役割の理解」「新
しい視点・視野の広がり」「連携・協働のイメー
ジ、重要性の実感」が大半を占めた。学生は講義で
は、実際の専門職種間の連携のイメージが比較的容
易にできるものの、グループワークの最初は、4年
次までの専門職教育の学習過程が異なる学生同士が
うまく話し合っていけるか不安な思いがあったよう
に感じた。その状態から、時間の経過とともに、養
護教諭、栄養教諭が事例を通して相互理解をし、お
互いが伝えたいポイントや思いを共通認識する段階
になった。しかし、指導方針や支援内容を協議して
いく中で、事例をみる視点や考えの相違による葛藤
など、連携する上での困難性を感じる場面もあった。
それらと向き合いグループで各々の専門性を統合さ
せて合意形成をし、より専門性的な視点から事例を
考える段階に到達できたグループが大半を占めた。
　しかし、事例への取り組みやすさでは、事例間に
有意差が認められ、その主な要因は、事例に関する
情報不足であった。この結果について、当初は、本
演習の事例を作成する際、詳細な情報を盛り込まな

いと演習に取り組みにくくなるという懸念があった。
しかし、逆に最初から、事例について詳細な情報を
盛り込むと、問題の概要に示した情報のみでは、事
例に関する健康問題や心理社会的要因、環境要因な
どの把握に関する情報不足に気づく機会を奪ってし
まうと考えた。情報不足の点は、グループで話し
合った上で詳細な設定を行い、それをもとに支援方
針・方策を立てるプロセスの方が連携学習の効果が
あると見込んで、この取り組みを重視したところで
あるが、今後は、情報不足の気づきが出された後
に、その情報不足を補う新たな情報をグループに提
供することも考慮に入れる必要がある。さらに、学
校現場の教諭から指摘があった「より現場の状況を
反映した」いくつかの意見（表５）については、事
例に反映させることにより、学校現場および対象理
解にもつながると考える。学生の意見の中で「事例
を通して、現場を想定した取り組みが出来て良かっ
た」「実際に起こり得る6事例なため、非常に勉強
になった。栄養教諭と連携したいと思った」「現場
でありえる事例なので、自分だったら・・・と考え
ることができた」「やはり現場で起こりそうなこと
を事例に取り上げて頂くと取り組みやすい」という
現場を見据えたよい学びである等と評価している学
生が目立った。前述したように事例は詳細であれば
あるほどよいというわけではなく、学生に考えさせ
たいポイントは、意図的に情報不足のままにするが、
現場体験が少ない学生が学校現場を理解し、より現
場を見据えた学びを促進するためにも、今回グルー
プインタビューで指摘があった内容については、事
例に情報を追加するべきであると考える。
　本研究では、演習プログラムの学習効果の測定方
法は、学生の自由記述及び事例別グループ発表の振
り返りシートと教員による観察のみであり、学習プ
ロセスとしてのポートフォリオ、ピア評価などを組
み合わせた教育ではない。また、グループワークの
学生の自己評価を、演習プログラムの実施前後で
「連携・協働の必要性の理解」「各自の専門性と他
の専門職との共通性の理解」などの項目について
比較して8）、学習効果をみたものでもない。しかし、
本研究における自由記述や事例別グループ発表の振
り返りシート、教員による観察だけでも、示唆に富
む意見が得られた。連携を中心とした演習プログラ
ムに対する意欲を喚起するには、まず事例に対する
「取り組みやすさ」の評価が重要であると考え、全
体の演習を通して参考になった点や感想、また学校
現場の指導者の意見から学んだことを、今後の演習
プログラムに反映させていく所存である。
　その一方で、学習成果は、演習プログラム目標の
達成度をグループごとに随時把握し、学生にフィー
ドバックできる方法を組み込むとさらに専門職連携
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授業が活性化するものと思われる。また、演習プロ
グラムの学習成果の評価を行うために、妥当性・信
頼性が確認されたIPE調査票9）を活用する方法も検
討したい。
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